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第３回講義の内容 
• 製造業での大企業と中小企業の住み分け 

• 中小製造業が強い分野の特徴 

• 下請製造業と独立型製造業 

• わが国のサプライヤー・システムの特徴と問
題点 

• 中小サプライヤーの対応と課題 

• 研究開発・イノベーションについて 

• 中小製造業の課題 

• 中小非製造業について（資料配布のみ） 
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１．大企業と中小企業の住み分け 
素材加工・生活関連で中小企業に存在感 
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産業分類別（中分類）中小企業出荷額シェア（％）

食料品
飲料・
たばこ・
飼料

繊維工
業

木材・
木製品
（家具を
除く）

家具・
装備品

パルプ・
紙・紙
加工品

印刷・
同関連
業

化学工
業

石油製
品・石
炭製品

プラス
チック製
品

ゴム製
品

なめし
革・同
製品・
毛皮

窯業・
土石製
品

69.0 34.9 85.2 92.5 74.9 52.0 73.3 38.8 8.2 66.6 37.3 NA 60.9

鉄鋼業
非鉄金
属

金属製
品

はん用
機械器
具

生産用
機械器
具

業務用
機械器
具

電子部
品・デ
バイス・
電子回
路

電気機
械器具

情報通
信機械
器具

輸送用
機械器
具

その他
の製造
業

機械製
造業計

製造業
計

30.7 36.4 73.1 41.0 54.1 66.3 24.2 36.1 24.0 15.6 NA 28.1 39.7

（資料）経済産業省「平成22年工業統計表」
（注1）中小企業は資本金3億円以下または従業員300人以下の企業
（注2）企業ベースでの集計で、規模の小さい企業のデータが一部含まれていないため、中小企業のシェアが低めに出ている
　　　　（第２回配布資料の掲載データは事業所ベース）
（注3）ＮＡの業種は規模別数値公表により特定企業のデータが特定される恐れがあることから非公表となっているもの
　　　　（例：なめし革・同製品・毛皮は大企業が少なく、データ公表によりその内容が特定される恐れがある）



中小企業のなかでは素材、大企業のなか 
では機械産業のシェアが大きい 
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企業規模別産業分類別（中分類）企業数、従業員数、出荷額シェア分布状況（％）

食料品
飲料・
たばこ・
飼料

繊維工
業

木材・
木製品
（家具を
除く）

家具・
装備品

パルプ・
紙・紙
加工品

印刷・
同関連
業

化学工
業

石油製
品・石
炭製品

プラス
チック製
品

ゴム製
品

なめし
革・同
製品・
毛皮

窯業・
土石製
品

大企業 9.9 1.9 1.1 0.4 0.7 2.4 1.6 9.4 0.9 5.1 1.5 0.1 3.0
中小企業 13.8 2.0 7.5 3.0 3.2 2.8 6.5 1.7 0.3 6.1 1.2 0.8 4.6
大企業 9.1 0.9 0.7 0.1 0.4 1.7 1.5 6.8 0.6 3.0 1.9 0.0 2.0
中小企業 17.3 1.6 5.3 1.8 1.6 2.8 5.1 3.5 0.2 6.4 1.4 0.5 3.8
大企業 4.3 3.6 0.3 0.1 0.2 1.9 0.9 9.2 8.1 2.0 1.1 NA 1.6
中小企業 14.5 2.9 2.8 1.6 1.0 3.2 3.9 8.9 1.1 5.9 1.0 NA 3.8

鉄鋼業
非鉄金
属

金属製
品

はん用
機械器
具

生産用
機械器
具

業務用
機械器
具

電子部
品・デ
バイス・
電子回
路

電気機
械器具

情報通
信機械
器具

輸送用
機械器
具

その他
の製造
業

機械製
造業計

製造業
計

大企業 3.9 3.5 4.6 4.4 7.8 2.7 8.1 7.5 4.3 13.7 1.6 48.5 100.0
中小企業 1.8 1.2 13.2 3.5 9.2 2.0 2.0 4.2 0.8 4.5 4.0 26.2 100.0
大企業 4.2 2.7 3.2 4.7 5.1 2.3 9.4 8.3 5.5 24.7 1.3 60.0 100.0
中小企業 2.4 1.6 9.7 3.6 7.7 2.7 4.2 5.5 1.9 6.9 2.5 32.5 100.0
大企業 7.4 3.2 1.9 3.0 3.4 1.2 7.7 5.6 5.3 26.8 NA 53.0 100.0
中小企業 5.0 2.8 7.9 3.2 6.2 3.6 3.7 4.9 2.6 7.5 NA 31.7 100.0

（資料）経済産業省「平成22年工業統計表」
（注）中小企業は資本金3億円以下または従業員300人以下の企業、大企業はそれ以外の企業

出荷額

企業数

従業員数

出荷額

企業数

従業員数



２．中小製造業が強い分野の特徴 
大企業の得意分野 
• 規模のメリットが大きい分野として、 

 ①装置産業としての素材メーカーの川上最上流部門
（原材料を素材製品にする課程。鉄鋼、非鉄、化学） 

 ②差別化の度合いの小さい製品（例：飲料） 
 ③機械の組立部門 
中小企業の得意部門 
• 規模のメリットが小さい分野（素材加工、各種部品） 
• 市場規模が小さい分野 
• 個別対応色の強い分野 
• 差別化の程度が大きい分野（産業機械、各種部品） 
• 生産・消費が地域で完結する分野 
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中小企業の出荷シェアの高い業種の具体例 
（再出、シェア70％以上のものから抜粋） 
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中小企業の出荷シェアの高い業種（70％以上のものから抜粋）

中小生産シェア
(％)

1事業所当り従業員数
（人）

1事業所当り固定資産
（百万円）

市場規模
（億円）

セーター類製造業 100.0 7.4 9.7 547.0
生コンクリート製造業 100.0 12.7 29.4 10687.2
消火器具・消火装置製造業 100.0 20.9 85.6 536.5
鉄スクラップ加工処理業 96.4 19.1 172.8 9170.5
他に分類されない木製品製造業(竹・とうを含む) 95.1 4.0 13.9 930.5
食品機械・同装置製造業 92.4 10.9 60.6 3061.0
豆腐・油揚製造業 89.0 7.7 40.1 3302.0
電気機械器具用プラスチック製品製造業 84.2 21.2 50.3 5604.1
清酒製造業 82.2 13.9 118.2 4431.5
金属プレス製品製造業（アルミニウム・同合金を除く） 82.2 11.5 86.1 11772.6
工業用プラスチック製品加工業 80.1 11.4 30.5 2771.5
機械刃物製造業 78.7 8.5 35.6 739.2
電子回路実装基板製造業 78.7 34.4 39.6 6806.3
ボルト・ナット・リベット・小ねじ・木ねじ等製造業 78.6 11.1 74.2 8430.6
建設用金属製品製造業（鉄骨を除く） 78.4 10.4 55.8 12607.0
金属用金型・同部分品・附属品製造業 77.2 9.1 49.0 6668.5
アルミニウム第２次製錬・精製業 76.9 26.2 122.1 5690.0
鍛工品製造業 76.7 23.7 120.2 4541.2
医療・衛生用ゴム製品製造業 76.6 58.4 157.9 505.8
生菓子製造業 75.1 18.6 54.3 10654.0
試験機製造業 75.1 12.8 17.4 665.9
包装・荷造機械製造業 75.1 18.4 36.3 3279.0
木製家具製造業（漆塗りを除く） 73.6 7.3 53.8 7646.0
オフセット印刷業（紙に対するもの） 73.1 11.8 62.8 40811.8
そう（惣）菜製造業 71.8 47.5 41.8 8375.9
理化学機械器具製造業 71.7 12.9 24.0 817.8
農業用機械製造業（農業用器具を除く） 71.6 26.1 91.6 9621.6
金属熱処理業 70.0 22.1 81.0 2600.5

（資料）経済産業省「工業統計表」より商工中金調査部作成



中小企業主体の業種での独占・寡占は少ない 
但し一定数独占・寡占業種は存在 
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中小企業出荷シェア別ハーフィンダール指数分布

（資料）経済産業省「平成22年工業統計表」
（注）ハーフィンダール指数は、各品目に占める企業のシェア（％）の二乗の合計で算出される。本指数が大きいほどその品目
　　　において特定企業により集中していることを示す。最大は10000（一社独占）、最小は0（完全競争）。
　　　例えばある品目においてA社50％、B社30％、C社20％のシェアであった場合、
　　　ハーフィンダール指数＝2500＋900＋400＝3800となる。

中小企業の出荷シェア70％以上の業種のハーフィンダール指数の平均は1380.2
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３．下請製造業と独立系製造業 
   中小製造業は下請が６割、独立系が４割 
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製造業の従業員規模別企業属性別構成比

製造業の企業属性別従業員数規模（人）
上場企業 1次取引企業 2次取引企業 3～6次取引企業 独立系企業

従業員数平均値 2,372.8 71.3 36.2 29.2 20.8
従業員数中央値 1,013 25 13 12 10

N=従業員300人以下：139,982、同300人以上：3,646
（資料）中小企業庁「2007年版中小企業白書」（（株）東京商工リサーチデータより作成）
（注1）企業属性の分類は東京商工リサーチの企業別主要取引先データを基に分類
（注2）中小企業実態基本調査（中小企業庁）では中小製造業の下請企業比率が20.4％となっているが、「受託取引」（他者が主業として行う
　　　　製造・修理・役務提供等を依頼されること）の有無を判別基準としており、納入元の部品製造→納入先の組み立てという課程を回答企業
　　　　が受託と見なさない可能性がある。この点上記データは取引関係を基に作成したもので現実の下請関係をより的確に表しているものと
　　　　思われる。
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鉄鋼・金属・機械製造業の７～８割が下請企業 
独立系企業は素材産業に多い 
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製造業の業種別企業属性別企業数構成比（全規模）

（資料）中小企業庁「2007年版中小企業白書」（（株）東京商工リサーチデータより作成）
（注）「下請等」は前頁の上場企業、1次・2次・3～6次取引企業の割合の合計。上場企業の割合は全体の0.5％に
　　　過ぎず、ほとんどが下請企業と見なしうるため、「下請等」とした

26.8

23.1

48.6

25.8

37.4

33.8

72.0

51.1
63.2

41.0

78.1
71.3

30.8
31.5

79.8

84.8

73.7

78.9

79.2

77.1

85.8

72.4

67.5
37.7

73.2

76.9

51.4
74.2

62.6

66.2

28.0
48.9

36.8

59.0

21.9
28.7

69.2
68.5

20.2

15.2
26.3

21.1

20.8

22.9
14.2

27.6
32.5

62.3

0%

20%

40%

60%

80%

100%

食
料
品

飲
料
・
た
ば
こ
・
飼
料

繊
維

衣
服
・そ
の
他
の
繊
維
製
品

木
材
・木
製
品

家
具
・装
備
品

パ
ル
プ
・
紙
・
紙
加
工
品

印
刷
・同
関
連

化
学

石
油
製
品
・石
炭
製
品

プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
製
品

ゴ
ム
製
品

な
め
し
革
・同
製
品
・毛
皮

窯
業
・土
石
製
品

鉄
鋼

非
鉄
金
属

金
属
製
品

一
般
機
械
器
具

電
気
機
械
器
具

情
報
通
信
機
械
器
具

電
子
部
品
・
デ
バ
イ
ス

輸
送
用
機
械
器
具

精
密
機
械
器
具

そ
の
他
の
製
造
業

下請等 独立系



産業機械の独立系中小企業の例 
• 産業機器（冷凍機器・圧縮機器・空調機器

等）・酪農機器メーカー 

• 酪農機器で培った技術を産業機器に応用。
製品の性格上、個別対応が中心 

• 売上の1割を新製品（改良含む）で 

• 研究開発要員は本社スタッフの6分の１ 

• 一方で、強力なアフターサービス体制を敷き
（国内外200拠点）、販売済み顧客の機械にも
手厚いメンテナンスを実施 
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製造業における中小企業の存在意義 

• 生活関連最終財の生産を中心的に担う 

• 個別発注への対応に強み（工作・産業機械） 

→独立系企業としての意義 

･･･但し、海外企業との競争に直面 

 

• 機械の素材、部品を生産 

→基幹産業のサプラヤー・システムを支えるサ
プライヤーとしての意義 

･･･但し、生産の空洞化に直面 
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４．わが国サプライヤー・システムの 
  特徴と問題点 
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自動車のサプライヤー・システムイメージ（再出）

完成車メーカーA社
企業規模イメージ

１次取引企業 692社

従業員数平均値 257.6人 大・中堅・中小企業
従業員数中央値 80人

２次取引企業 2,126社

従業員数平均値 37.0人 大半の部品は２次
従業員数中央値 15人 取引までで完結

中小企業中心

３～６次取引企業 783社 一部の工程の複雑な部品

従業員数平均値 25.6人 中小企業中心
従業員数中央値 10人

（資料）中小企業庁「中小企業白書2007年版」



中小企業なくして供給できない部品も多い 
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主な自動車部品の中小企業出荷シェア
（％）

品目名 中小企業ｼｪｱ 品目名 中小企業ｼｪｱ

じゅうたん・床敷物 89.0 鉄鋼切断品（溶断を含む） 96.2
ポリプロピレン 32.4 その他の非鉄金属地金（銅鉛亜鉛ｱﾙﾐ以外） 25.3
塗料 51.0 電線・ケーブル 38.6
その他の化学工業製品（触媒） 47.6 アルミ圧延製品 20.0
プラスチックフィルム・シート・床材・合成皮革加工品 51.3 非鉄金属素形材 65.1
プラスチック製品 71.2 ボルト、ナット、リベット、スプリング 71.0
タイヤ・チューブ 2.7 粉末 33.5
その他のゴム製品 72.9 ベアリング 26.8
板ガラス・安全ガラス 10.7 集積回路 7.2
研磨材 65.3 他に分類されない電子部品・デバイス・電子回路 27.8
普通鋼冷延鋼板 18.4 電動機 25.7
特殊鋼冷延鋼板 15.1 内燃機関電装品 41.0
普通鋼鋼管 32.8 電球類 21.8
特殊鋼鋼管 5.8 電気照明器具 40.0
めっき鋼材 3.4 電池 5.9
鋳鉄品 60.2 ラジオ・テレビ受信機 15.5
鍛工品 76.7 電気音響機器 27.1

（資料）経済産業省「平成22年工業統計表」より商工中金調査部作成。品目の選定は同「平成21年産業連関表」（延長表）より
　　　　　行ったが、工業統計と産業連関表の品目体系が必ずしも一致しないため、一部調整を行った。
（注）中小企業は資本金3億円以下または従業員300人以下の企業



サプライヤー・システムを巡る常識と誤解 

• メーカー毎に分かれた閉鎖的なピラミッド構造 

→別系列にも納入を行う場合が多い 

• 下請サプライヤーは経営環境変動時のバッ
ファーとして機能し、大企業から収奪されてきた 

→大企業が原材料の価格変動リスクを９割負担 

• ２社発注でリスクを分散 

→分散発注先が同一先から仕入を行う例もあり、

必ずしも分散効果が発揮されていない（ダイヤ
モンド構造） 
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わが国自動車産業のサプライヤー・システム 
先行研究からの含意 

• 米国の自動車メーカーと比べ外注依存度が高
い（米国は自製率が高い）。 

• 但し、１社当り取引先数は米国に比べ少ない
（継続的取引関係の日本と分散発注の米国と
の違い） 

• 部品発注は一次下請では「承認図方式」（サプ
ライヤーが設計し自動車メーカーがそれを承
認）が主だが、二次以下では「貸与図方式」（発
注メーカーが設計）が中心となる 
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主力納入先への依存は高いが、 
すべてではない 
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中小機械・金属工業の主力納入先（売上高第１位の先）への売上割合

（％）

45.9

43.2

41.6

（資料）商工中金・商工総合研究所「第８回中小機械・金属工業の構造変化に関する実態調査」（2012年8月調査）
（注1）対象は独立受注型と系列受注型。独立・系列受注の定義は上記調査による
（注2）主力納入先の5年前の地位が1位だった先の割合は2006年67.7％、2012年71.1％
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中小企業は貸与図方式の生産が多いが、 
設計への貢献も 

17 

中小機械・金属工業の設計関与度別構成比

（資料）商工中金・商工総合研究所「第８回中小機械・金属工業の構造変化に関する実態調査」
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ダイヤモンド構造 
中小企業もサプライヤー・システム停止の引き金に 

18 

最終メーカー

一次取引 一次取引
メーカーA メーカーB

二次取引 二次取引 二次取引
メーカーX メーカーY メーカーZ

分散発注

分散発注 分散発注

最終メーカーが一次取引メーカーA、Bに分散発注していても、A、Bが分散発注の際、

同一の二次取引メーカーYに発注しておりかつYへの依存度が高い場合、Yの生産が

滞ると、最終メーカーの生産ストップにつながりかねない。こうした例は、東日本大震

災の際数多く見られた。

FAX   送信票



サプライヤー・システムの把握は今なお困難 
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サプライヤー・システムの把握状況（製造業親事業者ベース）

N=875
（資料）「平成24年度発注方式等取引条件改善調査事業報告書」（株）電通（中小企業庁委託調査）
（注）調査時点は2013年1月
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すべての仕入先の情報を把握している

主要な仕入先の情報を把握しているが、二次、三次下請事業者等の情報は把握していない

仕入先の情報を把握していないが、情報を確認できる体制を整えている

あまり把握していない



ダイヤモンド構造の例 
• デンソー向けエアコン用抵抗器を製造する二

次取引メーカー（最終メーカー：トヨタ） 

• デンソー向け部品はほぼ独占的に供給 

• 近年はデンソー向け以外（カルソニックカンセ
イやケイヒン）にも注力。デンソーからは複数
先への納入でスケールメリットを追求し供給
能力を高めて欲しいと言われている 

• 当社にとって有利な現在の状況を維持できる
よう、情報収集をしっかり行い対応 
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５．中小企業サプライヤーの対応と課題 
国内のサプライヤー・システムの最近の変化 

• 強固な取引関係が緩む兆し 

→主力取引先の人事、技術、経営指導面の関与
が減っている 

• 生産の海外移転 

→国内サプライヤー・システムの動揺 

～一部国内サプライヤーに生産海外移転の動き 

• コスト削減要請の強化 

→サプライヤーへのコスト負担感強まる 
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納入先との人的・資本・技術関係は希薄化 
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中小機械・金属工業における主力納入先からの生産要素の導入状況

（資料）商工中金・商工総合研究所「第８回中小機械・金属工業の構造変化に関する実態調査」

7.3 

5.3 

4.3 

21.4 

13.7 

11.8 

13.8 

9.0 

7.6 

6.5 

4.9 

4.3 38.4 

33.5 

27.5 

0 5 10 15 20 25 30 35 40

2000年(n=1,526）

2006年(n=1,670）

2012年(n=1,216）

2000年(n=1,538）

2006年(n=1,699）

2012年(n=1,215）

2000年(n=1,543）

2006年(n=1,705）

2012年(n=1,216）

2000年(n=1,532）

2006年(n=1,695）

2012年(n=1,214）

2000年(n=1,528）

2006年(n=1,697）

2012年(n=1,217）

代
表

取
締

役
の

受
入

そ
の

他
役

員
、

管
理

職
の

受
入

資
本

の

受
入

資
金

面

で
の

支
援

技
術

面

で
の

指
導

(%)



納入先の海外進出が中小企業経営に影響 
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中小機械・金属工業の主力納入先の経営戦略の変化とその影響（抜粋、複数回答）

（資料）商工中金・商工総合研究所「第８回中小機械・金属工業の構造変化に関する実態調査」
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単価の決定では発注者の主導権が強い 
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中小機械・金属工業の受注単価決定方法（現在と５年前との比較）

（資料）商工中金・商工総合研究所「第８回中小機械・金属工業の構造変化に関する実態調査」
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単価引下げ要請も強まる 
対応には苦慮 
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中小機械・金属工業に対する受注単価引下げ要請の状況 受注単価引き下げ要請への中小機械・金属工業の対応可能性

（資料）商工中金・商工総合研究所「第8回中小機械・金属工業の構造変化に関する実態調査」
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サプライヤー・システム内での選別生き残り 
には供給の柔軟性・融通性がカギ 

価格・品質対応能力での系列内サプライヤー間競争は一巡か 

26 

主力納入先の外注先・調達先絞込みが自社の受注面に良い影響とした中小機械・金属工業に
とっての自社の強み（抜粋）

（資料）商工中金・商工総合研究所「第８回中小機械・金属工業の構造変化に関する実態調査」
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多品種少量生産サプライヤーの例 
• トラック、建機向けパイプメーカー 

• 取扱品目数５万、１ヵ月平均１万品目を生産 

• 典型的な小ロット・多品種生産で、製造品目や
納期、コスト等納入先ときめ細かいやり取りが
必要。かつ品質や安定供給の実績を含めた信
頼が継続的取引につながる。その意味で参入
障壁は高い 

→発注者のスイッチング・コストも大きい 

• 定期的な加工コスト削減要請・精度の一層の
向上要請に応えつつ、現業の維持発展を志向 
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将来もサプライヤー継続への志向強い 
関係希薄化＝系列・下請離れとは限らない 
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中小機械・金属工業の目指す方向性 a+b

44.1

51.1

50.6

（資料）商工中金・商工総合研究所「第８回中小機械・金属工業の構造変化に関する実態調査」
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まず安定受注があってこその新規受注拡大 
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受注パターン別中小機械・金属工業の系列外取引増加の影響（抜粋）

（資料）商工中金・商工総合研究所「第8回中小機械・金属工業の構造変化に関する実態調査」
（注）専属・準専属・分散型の定義は上記調査による
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新規先開拓には既往顧客からの情報が重要 
Web効果は限定的、口コミは侮れず 
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中小機械・金属工業が新規販売先・受注先を開拓するために重視している活動 （３つ以内回答）

（資料）商工中金・商工総合研究所「第8回中小機械・金属工業の構造変化に関する実態調査」
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６．中小企業の技術開発 

• イノベーション（技術革新）の観点からは、 

 ①プロダクト・イノベーション（製品の革新） 

 ②プロセス・イノベーション（工程や製法の革
新）に大別される 

• プロダクト・イノベーションは自社製品を手が
ける独立系企業に、プロセス・イノベーション
は下請企業に多くみられる 

31 
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中小機械・金属工業の技術機能保有状況 
イノベーションの裾野は広い 

32 

中小機械・金属工業の保有する生産技術機能

（資料）商工中金・商工総合研究所「第8回中小機械・金属工業の構造変化に関する実態調査」

（参考）中小企業庁「平成24年中小企業実態基本調査」によると、「新製品または新技術の
　　　　研究開発」を行う企業の割合は、鉄鋼2.5％、非鉄3.7％、金属製品3.3％、電気機械
　　　　器具11.1％、輸送用機械器具4.6％と総じて低いが、上記結果と併せて考えると、
　　　　既存の製品改良やプロセスイノベーションを含めた研究開発は半数以上の企業が
　　　　行っているものと推測される。
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中小企業はイノベーションの 
担い手たりうるか 

• シュンペーターの転向 

 初期には企業家の役割を強調したが、のちに大企業の
役割を重視 

 
「シュンペーター仮説」 
①規模の大きい企業ほど比例的以上に研究開発を行う 

②集中度の高い産業、市場シェアの大きい企業ほど研
究開発を盛んに行う 

→規模の経済性と範囲の経済性、不確実性の問題から
規模の大きい企業が有利とする考え。実証結果はまち
まちでこの仮説が正しいという結論は出ていない 
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中小企業の研究開発に対する強みと課題 

（強み） 

• 生産現場・顧客に密着している 

• 研究開発・生産・販売間の連携が取りやすい 

• 経営と研究開発の意思疎通が容易 

（課題） 

• 知的財産権への対応が手薄 

• 十分な研究施設の確保が難しい 

• 十分な研究開発要員の確保が難しい 

• 費用面の制約 
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研究開発企業の例 

• 金属切削加工、材料評価試験機メーカー 

• 工学部出身の社長が社内の研究開発を総括 

• 研究者は社長に直接研究開発の進捗状況を
報告し、社長は方向性等速やかに指示 

→大企業にありがちな「稟議病」の排除 

• 知的財産関連の手続きは専門部署が担当 

• 地元大学との共同研究・成果の学会発表を奨
励し、会社の知名度と研究者もモチベーション
をアップさせている 
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中小企業の実際の研究開発は自社内中心 
今後では対外連携への志向強い 

36 

技術開発・新製品開発体制（現在） （今後） （３つ以内選択）

（資料）商工中金・商工総合研究所「第8回中小機械・金属工業の構造変化に関する実態調査」
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７．中小製造業の課題（その１） 
内需伸び悩みと海外製品流入増で内外メーカーとの
競争激化 

37 

国内市場における国内および海外企業との競争激化への認識

国内市場で国内企業との競争が激化したとする割合 国内市場で海外企業との競争が激化したとする割合

（資料）商工中金「中小企業の経営改善策に関する調査」（2010年1月調査及び2013年1月調査）
（注）2010年1月は「国内市場での」という限定がなく厳密な意味で比較はできないが、いずれの調査も回答者は国内事業所に限られており
　　　2010年時点の回答を国内市場での競争と見なしても問題ないと考えられる。
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国内製造業は規模の小さい業者を 
中心に減少 

38 

国内製造業の事業所数

従業員４人以上の事業所 従業員４～９人の事業所と同10人以上の事業所別

（資料)総務省・経済産業省「経済センサス」
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中小製造業の課題（その２） 
製造業の３分の１が設備の老朽化・陳腐化を問題視 

39 

現存設備の状況についての自己評価

③＋④

27.9

34.0

24.3

N＝全産業4,188、製造業1,563、非製造業2,625 （注）設備は建物及び機械等
（資料）商工中金「中小企業の保有設備状況と投資判断に関する調査」（2014年1月調査）
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③一部で老朽化・陳腐化が進み、事業推進上にやや問題がある

④老朽化・陳腐化が相当程度進み、事業推進上かなり問題がある
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製造業では設備年齢の高齢化が進む 
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国内製造業の保有設備の機種別経過年数（ビンテージ）

（資料）経済産業省「生産設備保有期間等に関するアンケート調査」（2013年5月）
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中小製造業の設備投資意欲は近年減退 

41 

中小企業の設備投資「有」企業割合　実績（％）

（資料）商工中金「中小企業設備投資動向調査」
（注）各調査時点ごとの回答企業は完全には一致していないため、設備投資実施企業の割合は厳密には連続しない。
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中小製造業が設備投資に踏み切らない理由 

• 設備稼働率・資金調達面は制約条件となって
いない。マクロ景気や業界動向の先行き不透
明感も緩和されている 

→それにもかかわらず設備投資が出ない 

• 主力納入先の国内生産縮小、海外部品への
調達切り替えや生産海外移転等、納入先の
需要が不透明で受注を取り込めない懸念 

→ホールドアップ問題 

次回以降の講義で再論します 

42 



中小製造業では主力納入先からの 
受注不透明感が投資の障害に 

43 

業種別主力納入先を設備投資の動向を障害とした割合（国内設備投資を行うにあたり障害があると考えている先）

（注）非製造業でモノを取り扱わない業種は主力納入先を主力取引先と読み替える
（資料）商工中金「中小企業の保有設備状況と投資判断に関する調査」（2014年1月調査）
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中小製造業の課題（その３） 
低収益体質 
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製造業の規模別売上高経常利益率

（資料）財務省「法人企業統計」
（注）中小企業は資本金1000万円以上1億円未満、大企業は同10億円超の企業
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売上確保と利益率のジレンマ 

• 下請・系列取引の方が売上確保には有利 

→特定系列に入らず、不特定先に製品を供給

する企業は、リーマン・ショック時に限界的製
品供給先として取引を打ち切られた場合もあ
るなど、需要が不安定 

• 一方で、下請・系列取引の利幅圧縮傾向 

→全体のパイ縮小時には低利益率に甘んじて
安定需要を優先しがち 
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第３回講義 まとめ 
• 大企業は規模のメリットが大きい素材や最終

組立部門に、中小企業は規模のメリットが小さ
い分野、差別化の程度が大きい分野に強み 

• 中小製造業は下請型６割・独立型４割 

• 中小製造業あってのサプライヤー・システム 

• 中小企業にとって、下請関係には取引関係の
弱体化、空洞化、取引条件厳格化という遠心
力と、取引安定志向という求心力が併存 

• 競争激化、設備老朽化、低収益体質が課題 

46 
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